


















































































































































































































































金　　額 比率 決定値 金額 構成比
資本金 100
配　　当　　率 ●　弔　嘩　　．　o 10％ ！0％
自己資本額 40G
資本利子率 8％
当期利益 25 100％ 60 ！00％
配当金支払い 10 40％ 10 ！7％
内部留保額 ！5 60％ 50 83％
内　訳
@自己資本コスト 0 30 50％
借入返済資金 ? 10 17％

































5 6 7 8
単位：千万円
定科目 前期B／S 運用表 計画B／S 勘定科目 前期B／S 運用表 計画B／S
資 負債資本の部
動 資 60 支払手形 50
130 買掛金 70
売掛金 320 短期借入金 75
棚卸資産 90 その他 45
そ 40
流動負債計 240
動資 計 640 長期借入金 60
却資 40 固定負債計 60
土 20 資本金 100
そ 0 内部留保 275
当期利益 25 60 60
固 ・ 資 60 資本の部計 400 60
















































































前　期　実　績 経　営計画 増減額 前年比
科　　目 金額 構成比 付加価値率 金額 構成比 付加価値率
売上高 1，600 100％
仕入高 1，300 81％
売上総利益 300 19％ 100％
販売管理費計 265 17％ 88％
人件費 130 8％ 43％
減価償却費 10 1％ 3％
経費 125 8％ 42％
営業利益 35 2％ 12％
営業外損益 一10 一1％ ヨ％
当期利益 25 2％ 8％
従業員数 300人 人















































































5 6 7 8 9 10
単位：千万円
前期　実績 経営計画 増滅額 前年比
　　目 金額 構成比 付加価値率 金額 構成比 付加価値率
売 高 1，600 100％ 1，800 100％ 200 13％
高 1β00 81％ 1，455 81％ 155 12％
売上総利益 300 19％ 100％ 345 19％ 100％ 45 15％
販売管 費 265 17％ 88％ 293 16％ 85％ 28 11％
件費 130 8％ 43％ 143 8％ 41％ ！3 10％
減 償却費 10 1％ 3％ 10 1％ 3％ 0 0％
経　費 125 8％ 42％ 140 8％ 41％ 15 12％
営 利益 35 2％ 12％ 52 3％ 15％ 17 49％
営業外損益 一10 一支％ 一3％ 一8 0％ 一2％ 2 一20％
当期利益 25 2％ 8％ 60 3％ 17％ 35 140％
従業員 300人 300人
高／ 53 千万円 60 千万円
当期利益／ 1 2












































期首 動資 60 43％配当支払 10 7％
常利益 60 43％借入金支払 圭0 7％
価償却費 20 14％設備投資 30 21％





増 払 30 23％ 増加受手 20 15％
増加買掛金 10 8％ 増加売掛金 三〇 8％
その他 0 0％ 増加棚卸資産 10 8％









































勘定科目 前期B／S 運用表 計画B／S 勘定科目 前期B／S 運用表 計画B／S
資産の部 負債資本の部
流動性資金 60 支払手形 50
受取手形 13◎ 買掛金 70
売掛金 320 短期借入金　　　　75
棚卸資産 90 その他 45
その他 40
流動負債計 240
流動資産計 640 長期借入金 60
償却資産 40 固定負債計 60
土　地 20 資本金 100
その他 0 内部留保 275
当期利益 25 60 60
固定・投資計 60 資本の部計 400 60
資産合計 700 負債資本合計 700 60 60
総資本利益率篇 8％
計画総資本＝ 750
　IV．結び　モデル運用と今後の展開
　肇．シミュレーションとしての操作展開
　以上のシステムを通じて策定された経営計画は，「レイヤー2」としての方針の展開を変動させ
ればさまざまな状況ごとに適応できる計画シミュレーションとして，計画案の検討プロセスの支援
として利用できる。さらに実行・評価プロセスの分析過程としても有用となる。
　また企業組織の構成により，例えば各事業部・支店・地域別セクター等のサブシステムの経営計
画はレイヤー1の経営意思層を土台とする限りは，全社的な整合性をとることができ，シミュレー
ションとしても期間比較・事業体比較を可能にする。
　2．ハードウェア・ソフトウェアの進展と経営計画シミュレーション
　近時のパーソナルベース，ワークステーション・ベースのコンピュータ・ハードウェアの32bit
c．p．u．の採用により著しく操作性は向上し，特にマルチウインドウOS・ソフトウェア技術の進展
は以上の実践経営計画シミュレーションの利用環境にとって最適なものとなった。それは各レイ
ヤー，関連する諸表間の多重表示環境であり，関係ファイル間のパラメータ変化の結果を一覧的に
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　実践的経営計画シミュレーション・モデルの研究　61
出力を可能にし，シミュレーション・オペレータ，財務担当者の操作効率は著しく高まったとい
える。
　実際，経営計画でシミュレーションの策定・運用にあたっては，汎用機によるシステムとしての
拘束性の強いものよりは，自由度の高くフィードバック過程を順次環境の変化に対応できるパーソ
ナル・ベースの利用環境の方が望ましい。その場合，本稿のようなシミュレーションのように多層
的・多段階的モデルでは層的に連関する諸表の一覧性を有するウィンドウ・システムが最適とい
える。
　今後は，ウィンドウ環境の下での実践経営計画シミュレーション・ソフトウェアとしてさらに発
展させ，また経営計画の実行評価の段階を通じて，当該企業にとっての最適化モデル技法として研
究を進めたい。
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